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複数工場適合型生産計画システムの構築 
Construction of a Production Control System conformed to Plural Factories  
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ンを展開してきた。生産計画では，これまで主に一部の工程や一つの工場につ

いてソリューション提供を行ってきたが，今回複数工場に適合したソリューシ

ョン提供の機会があり，複数工場の差異吸収等の問題を解決し，システムを構

築した。本稿では複数工場適合型生産計画ソリューション提供にあたり，考慮

すべき事項等について，事例を紹介する。 
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１．はじめに 
 複数の生産工場で同一製品を生産する場合，製品の一

意な番号である「製品コード」を各工場に設定すること

がシステム的にシンプルな方法であり，一般的な管理方

法である。加工組立業であるＡ社における特徴として約

１万５千という製品のラインナップの多さ，２００製品

／年間という新製品，１５０製品／年間という販売中止

となる製品の発生頻度の多さがある。このため，ライフ

サイクルが短い製品の製品コードを複数工場分保持する

ことは，管理が煩雑となる。 
 上記，課題を解決するため，短いライフサイクルに対

応した複数工場適合型の生産計画システムを構築した。 
 本稿では，生産計画，出荷管理について複数工場適合

型に着目しその事例を述べる。 
 
２．複数工場の生産計画における狙い 
 Ａ社で生産計画を立案するにあたっての特徴を以下に

まとめる。 
 
2.1 計画立案の前提 
 Ａ社の対象とする製品は，受注から生産・出荷まで早

いものは一週間で行い，遅いものでは１．５ヶ月程度で

の納品となっている。また，生産量は，月産３万から４

万個となっており，日々の受注は，数百から２千個の範

囲で発生する。これらを外部要因と定義する。内部資源

としては，生産工場が２工場，工程毎の日産能力の定義，

製品種類ごとの生産優先順位の定義，顧客先による生産

優先順位の定義等がある。図１に代表的な工程の順序を

示す。生産計画では，工程毎の日産能力により，いつ，

この工程で，この作業（製品）を何個生産という生産指

示の作成がアウトプットとなる。 
 また，Ａ社では受注生産と，見込み生産が混在してお

り，混在した状態で随時生産計画の立案を行う必要があ

る。 
 
 
 
 
 
 
2.2 複数工場における生産計画の課題 
 同じ会社であっても，工場が異なることにより，生産

計画の立案ルールも異なる部分が存在する。以下に記し

た異なる部分への対応が，複数工場における生産計画立

案の課題となる。 
 
（１）工場毎の能力基準 
Ａ社では，成形工程，塗装工程の能力で生産計画を立案

するというルールは工場が異なっても同一だが，同一工

程内で生産する製品が複数存在した場合，どの製品を優

成形 

図 1 代表工程順序 

塗装 組立

縫製 
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先的に生産指示を行うかという優先順位付けが異なって

いる。一方の工場では，製品種類毎の優先順位付けを必

要とするが，一方の工場では，顧客毎・受注単位毎の優

先順位付けを必要とする。このように工場毎に生産計画

の優先順位が異なっていることが課題となる。図２に工

場毎の優先順位を図示する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 工場毎の生産計画優先順位 
 
（２）工場間の担当製品 
 Ａ社では，複数工場が存在することによる混乱を避け

るために，工場毎に生産可能な製品を決めている。但し，

担当製品という考え方は，初期値という位置づけでしか

なく，必要があれば，他の工場でも生産を行える体制を

整えている。そのため，どの工場であっても，全ての製

品が生産可能という計画を立案できなければならない。

どの工場がどの製品を生産するかバランスのとれた計画

立案が課題となる。 
 
2.3 顧客事業環境による制約 
 多品種の製品ラインアップと，多品種少量受注が日々

発生していることと，受注に対する生産も複数工場で行

っていることで，更に複雑な制約が発生している。但し，

本稿での複数工場とは，生産工程を直列につなぐ工場で

はなく，並列な生産を可能とする工場となっている。つ

まり，同一品目をＢ工場だけでなく，Ｃ工場でも生産可

能となる柔軟な環境となっている。 
 
（１）部分生産と同一品生産 
 工場毎の生産状況により，工場間で前工程，後工程を

分けて生産する部分生産という業務が存在する（図３）。 
 また，売れ筋の製品に限っては，複数工場で同一製品

を生産する同一品生産という業務が発生する。 
部分生産も，同一品生産も，自工場の生産と相手工場

の生産状況の両方を確認し，相互に調整を行いつつ生産

計画を立案する。生産計画の状況を複数工場間で相互確

認可能な仕組みが，複数工場適合型生産計画システムに

は求められる。 
 

（２）生産工場と出荷工場 
 A 社では，生産工場と顧客先への出荷を行う工場は，

必ずしも同一とは限らない。同一顧客への出荷が複数の

工場から行われた場合，顧客にしてみれば，複数回に分

かれて納入されていることになる。タイミングが短けれ

ば，１日に２回の納入となり受入れ側の負荷が大きくな

る。生産と出荷を比べると，生産の方がネックとなるた

めに，生産優先で考え，顧客への分納が発生しない運用

とならなければいけない。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図２ 優先順序 

金型能力 塗装能力 組立能力 

Ｂ工場の優先順位 
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図 3 部分生産 

第２優先順： 
製品Ｓ１→製品Ｓ２ 

第２優先順： 
製品Ｓ１→製品Ｓ２ 

第２優先順： 
製品Ｓ１→製品Ｓ２ 

第２優先順： 
顧客 K1→顧客 K2 

第２優先順： 
顧客 K1→顧客 K2 

第２優先順： 
顧客 K1→顧客 K2 

第１優先 

第１優先 
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３．実現方式 
3.1 全体方式 
 今回の生産計画システムの構築では，製品種類の多さ，

受注数量の多さ，及び，受注から出荷までのリードタイ

ムの短さに対応するシステムを実現するため，機械的に

生産計画（日付毎，製品毎，工程毎の生産数を計算）を

立案するシミュレーション機能で対応した。 
 また，複数工場に適合した生産管理システムとするた

めに工場毎のパラメタ設定機能，工場間の生産計画の情

報共有を可能とする機能を実装した。以下に機能ごとの

詳細を記述する。 
 
3.2 シミュレーション機能 
 生産計画に要する時間を極力短縮するために，生産計

画立案は，受注数量，見込み生産数量等の外部要因と，

内部資源，制約条件から自動で日付毎，製品毎，工程毎

の生産数を計算するシミュレーション機能により対応す

る。但し，生産計画立案は，工場毎に業務上の立案ルー

ルが一部異なっており，この差異を踏まえてシミュレー

ション機能の実現が必要となる。 
 
 
3.2.1 シミュレーション機能の前提 
 シミュレーション機能の性能要件は，従来手作業で 3
時間／日で 3 日程度かかっていた生産計画立案作業を 1
日で行いたいと要望があった。生産管理担当者は，生産

計画の立案作業以外にも，生産指示書の確認作業，日々

現場で発生する問題への対応作業等があり，計画に当て

られる時間は一日当たり３時間となっていた。また，シ

ミュレーションでの計画確定は，パラメタ再変更後の再

実行が想定され，確定まではシミュレーションを５回は

実行できることが前提となっていた。 
シミュレーション機能の導入にあたり，その想定運用

と各時間を「表１ 生産計画作業内訳」のようにＡ社生

産管理担当者より想定して頂いた。これより，シミュレ

ーション結果の生産計画の確認作業は，合計２時間１５

分となり，残りの４５分でシミュレーションを５回実行

できなければいけない。そのため，シミュレーションは，

１回当たり９分以内に終了する必要があった。 
 
 
 
 

表 1 生産計画作業内訳 

シミュレーション回数 計画確認時間 時間想定理由 

1 回目 １時間 初回は時間がか

かる 

２回目 ３０分 ２回目は初回の半

分程度 

３回目 １５分 ３回目は更に半分

程度 

４回目 １５分 ３回目と同等 

５回目 １５分 ３回目と同等 

合計 ２時間１５分  

 
3.2.2 施策と実施結果 
 １日数百件という受注件数と，細かなシミュレーショ

ンパラメタの設定が可能なことより，一回当たりのシミ

ュレーション時間がかかりそうであることが十分予想で

き，性能対策用の施策をシミュレーション機能に盛り込

んで機能設計を行った。 
（１）シミュレーション条件のオプション化 
 シミュレーションの中で，業務的に重要度が低い機能

について，条件設定を除外できるようにオプション化を

可能とした。オプション化した機能は，生産計画立案時

の優先順位を設定する機能である。優先順位付けには下

記種類が存在する。 
・製品優先順位 
・顧客優先順位 
・注文優先順位 

 優先順位設定が必要となる場合は，海外向け製品を船

に積んで輸出する際，出港日が決まっており，船の出港

日に間に合わせるため，ある製品を優先して生産計画す

るケース等である。輸出の場合は，出港日に余裕を持っ

て間に合うように生産計画を立案するが，トラブルで生

産に遅れが生じた場合，他の製品より輸出品を優先する

場合がある。但し，このようなケースは，例外的である

ため，オプション化を行い，通常の生産計画の処理では

スキップする仕組みを盛り込んだ。 
 
（２）簡易版シミュレーションと手作業による調整 
シミュレーションの生産能力の算出は，成形工程では

金型毎の日産能力，塗装工程では塗装色毎の日産能力を

設定可能とし，その積み上げにより工場としての日産能

力を計算している。これを工程能力シミュレーションと

定義する。工程能力シミュレーションは，詳細な計算を

行うため，シミュレーション時間がかかることが予想さ

れた。図４に工程能力シミュレーションのイメージ図を

63



日立 TO 技報 第 12 号 
 

 

 

示す。 
シミュレーション機能の簡易版として，生産する製品

のタイプという大きなくくりでのシミュレーション機能

を提案した。具体的には，製品を廉価品，高級品の２種

類に分類し，それぞれについての工場別の日産能力数と

いう考え方を導入し，工程を意識しないシミュレーショ

ン機能持たせることとした。これを工場能力シミュレー

ションと定義する。工場能力シミュレーションの考え方

は，工程能力シミュレーションと異なるが，システムの

仕組み的にはほぼ類似の機能である。 
また，シミュレーションを実施しても，その通りの生

産を行える訳ではなく，シミュレーション結果を生産管

理担当者が確認し，パラメタ調整後，再度シミュレーシ

ョンの実行や，人手による生産調整が必要となる。具体

的には，予定していたほどの受注がない場合，残業によ

り一日当たりの生産数量を増加させ，稼働日を一日減ら

すように調整を行う（図５）。また，逆に受注が多い場合

は，残業による前倒し生産と，休日出勤の指示というよ

うに生産計画を調整する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4 工程能力シミュレーションイメージ 

生産調整の発生を前提としたシミュレーションと，手

作業による生産調整との２ステップの組み合わせで，生

産計画の立案を可能とした。 
性能的には，工程能力シミュレーションに加え，優先

順位オプションも設定した場合，一回３０分の時間がか

かる。しかし，例外的なオプションを外し，工場能力シ

ミュレーションを行った場合，一回５分程度の時間でシ

ミュレーションが可能となっている。 
 
3.3 課題解決のための具体的な実現方式 
 複数工場における生産計画で，「工場毎の能力基準」，

「工場間の担当製品」の実現が課題となっていた。課題

に対応した具体的な実現方式を下記に記述する。 
 
（１）工場毎の能力基準への対応 
 各工場が担当する製品の種類と，生産ラインによって，

生産計画を立案するための基準（ネック）となる能力が

異なる。具体的には，図６のＢ工場の場合は，金型能力

を基準に生産数量を計算する場合である。図６のＣ工場

の場合は，金型から複数種類の成形品が生産され，それ

ぞれの成形品が生産能力の基準となる場合である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5 手動による負荷分散 

9/8 の生産数が少ない。 

受注が予定より少なかったためだ。 

案１･･･他工場生産分を分けてもらうか 

案２･･･見込み生産を増やすか 

案３･･･生産を前倒しにして工場を休日にするか 

９/５ ９/６ ９/７ ９/８ ９/９ 

300 300 400 0製品

翌日が休日なので

案３にしよう！ 

９/５ ９/６ ９/７ ９/８ ９/９ 

300 300 300 100製品

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ実行 能力表 

金型/日 

塗装/日 

200 個

40 個

 
製品名 

製品 D 

製品 E 

 

製品 F 

 
計画残 

 
受注数 

 

120 

 

 

120 

生産計画数 

9/5 9/6 9/7 9/8

    

    

    

9/9

 

 

 

受注 

------ 

製品 F 

×120 個 

9/5 まで計画確定済 ▲ 

9/9

 

 
製品名 

製品 D 

製品 E 

 

製品 F 

 
計画残 

 
受注数 

 

120 

 

 

0 

生産計画数 

9/5 9/6 9/7 9/8

    

    

 

 

 40 40 40

工程能力計算より日産40個と計算
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図 6 金型基準と成形品基準の違い 
 

 考え方は似ているが，生産計画上の生産数量を計算す

るために金型基準か，成形品基準かを選択可能な仕組み

とした。これにより，工場毎の生産に適した生産計画の

課題となっていた立案が可能となった。 
 
（２）工場間の担当製品への対応 
 受注した製品を複数工場で生産する場合，間違いのな

いように工場毎に生産する製品を事前に決めておき，誤

って，複数工場で同一品を生産するようなミスが発生し

ない仕組みとしている。但し，実際の生産では，工場毎

に決定された担当製品のみを生産しているだけでは工場

間の負荷が平準化されず，偏りが発生する。生産ライン

を効率的に稼働させるため，担当製品以外の製品につい

ても生産を行うのが現実的となる。このようなケースと

して，受注を分け合い，工場間で平準化した生産が可能

なように生産計画で調整できる必要がある。 
このような工場間の負荷調整は，ルール化が難しく，

各工場の生産管理担当者の判断にゆだねる部分が多いた

め，あえてシステム化はせず，シミュレーション後の調

整作業により，可能としている。 
このために，製品の生産は工場に依存せず，全ての製

品がどの工場であっても生産可能な仕組みとなっていな

ければならない。製品マスタでは生産工場を保持してい

るが，これは，単なる初期値という扱いとすることで，

どの工場であっても製品の生産について，制限がないも

のとしている。 
また，工場間の生産調整は，生産計画データを一元化

し，生産計画データの情報共有を実現した。これにより、

生産計画担当者が見たい時に，見たい工場の生産計画状

況を参照可能となった。参照可能なデータは，相手工場

の最新データであるシミュレーション終了後のデータと

し，また逆に自工場のシミュレーション終了後のデータ

も相手工場へ公開可能となった。 工場間の相互調整が電

話等の問い合わせなしに可能となり，課題となっていた

工場毎の担当製品の生産も運用されている。 
 

3.4 事業環境による制約への対応 
 事業環境からの制約に対し，システムを開発・導入す

るにあたり，工夫した技術的ポイントを下記に整理する。

但し，システムのみで対応し切れない業務もあり，業務

レベルでの対応を実運用化し，受け入れて頂いている。 
 

（１）部分生産と同一品生産 
部分生産については，生産計画のシミュレーションに

組みこむのは難しく，また，性能的な問題へと波及する

ことが予想できた。このため，部分生産，同一品生産に

ついては，計画立案時に手作業で他工場へ工程単位の作

業指示を出す方式で提案し，工場の現場レベルでの了解

は得られた。現在，部分生産，同一品生産の運用は，シ

ステム外として，手作業での生産の運用となっている。

仕上がった製品は，システム的には，見込み生産扱いと

して，在庫となる仕組みとなっている。 
 

（２）生産工場と出荷工場 
製品の出荷工場は，生産工場とは異なる運用となって

いるが，概ね生産工場と一致している。システム化以前

の運用は，出荷工場の最終判断を出荷担当者に委ねられ

ていた。出荷工場の判断は，１万５千種類ある製品につ

いて，各工場の出荷担当者同士で確認しあいながら出荷

工場を決めるという職人的な運用となっていた。 

金型１ 

Ｂ工場（金型基準） 

成形品１ 

金型基準であり，金型１の能力は５０個/日のため，①②③

④の順に生産計画を立案する。 
凡例）一日目：①，二日目：②，三日目：③，四日目:④ 

能力値： 

５０個/日 
成形品２ 

製品Ｄ（金型１）：受注１００個 

製品Ｅ（金型１）：受注１００個 

金型２ 成形品２ 

成形品３ 

Ｃ工場（成形品基準） 

能力値 20 個/日 

能力値 30 個/日 

成形品基準であり，成形品毎の能力で，生産計画を立案

する。 
凡例）一日目：①，二日目：②，三日目：③，四日目:④，

五日目：⑤ 

製品Ｄ（成形品２）：受注５０個 

製品Ｅ（成形品３）：受注５０個 

①５０個 
②５０個 

③５０個 
④５０個 

①20 個 
②20 個 

③10 個 
③10 個 
④30 個 

⑤10 個 

65



日立 TO 技報 第 12 号 
 

 

 

システム化を行うにあたり，出荷工場が複数存在する

ことをシステム利用者に意識させないことをシステム構

築の狙いとした。 
 出荷品について利用者に工場を意識させないためのル

ールとして，生産とは別に，工場毎に出荷を行う製品の

種類を確定した。そのルールが業務的に問題ないことを

確認し，出荷工場用のルールのシステム化を行ったこと

で，同一顧客に対して分納が発生しないように出荷作業

者への作業指示書の出力を可能とした。 
 
４．評価 
4.1 定性的評価 

 工場間の生産計画状況をリアルタイム表示し，生産計

画の調整の簡易化を実現した。また，出荷課の担当者の

職人的な出荷工場の判断をシステム化し，製品の生産工

場，出荷工場の判断の自動化を実現した。また，本シス

テムは，本番稼働後１年を経過し，安定運用となってい

る。職人的な出荷担当者も定年となり退職されたが，出

荷業務も支障なく運用されている。 
 

4.2 定量的評価 

 最も重要な機能と位置づけられていた生産計画シミュ

レーション機能も，業務運用も交えた調整を行い，１回

当たり５分以内という短時間で終了可能となり，システ

ム化以前は，生産計画を立案するのに数日を要していた

業務が，システム化後は，日次で計画立案が可能となっ

た。 
 

4.3 顧客評価 

 工場間での生産計画データを情報共有できるようにな

ったことを特に評価頂いた。また，見込み生産部分を生

産計画に含める機能等のオプション化により，条件を変

更して生産計画を行い，それぞれの結果を比較できるよ

うになったことについて評価を頂いた。 
 
５．今後の課題 
 手作業による運用となった工場間部分生産については，

次期改修項目として業務プロセスからの見直しも含めた

提案を行っている。 
 
６. おわりに 
今回，A 社において複数工場適合型の生産計画システ

ムを構築した。また，従来数日かけていた計画作成を 1

日６００から２０００個の受注に対して生産計画シミュ

レーションを行い，その後の手作業による調整を入れて

も，日次というサイクルで生産計画業務の実施を可能と

することができた。 
今後は，より付加価値の高い生産系システム構築ソリ

ューションを今回の事例となったお客様へ提供するとと

もに，他の精度の高い生産計画や，より短時間シミュレ

ーションを必要とされるお客様へのソリューション提供

を行い，お客様の業務への一層の貢献を行っていく。 
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